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中国の社会保険制度改革
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I 現行制度の概要と改革の背景

はじめに

「社会保障」の範疇は国や時代によってさま

ざまであるが，中国の場合はそれに加えて資本

t義諸国とは異なった経済体制のFで独自の社

会保障政策を展開してきたという歴史的経緯が

ある。一般に，狭義の社会保障制度の範囲は公

衆衛生•生活環境整備を除く社会福祉．公的扶

助，社会保険で，うち後2者が大きな柱となっ

ており，「社会主義市場経済」を目指す中国に

おいても従来界」のtt会保険制度の改編や貧困救

済等，これらに制度改革の屯点が置かれている。

そこで本稿では紙輻の関係から特に社会保険を

取りtげて見てゆきにい。

まず，第1節で中国の現行の社会保障体系を

概観した上で，第II節で社会保険項目ごとの政

策，制度の変遷を整理する。最後に，第III節で

老齢年金を取りじげて改革の成果を検討し，社

会保険制度改革が抱える課趙を述べる。

I44 

1. 中国における「社会保障」の内容

中国では社会保障の内容は社会保険，社会救

済，社会福利，軍人およびその家族・革命殉死

者の遺族への補償・優遇(「1憂待扶伽」）の 4つ

に区分され旧 l)，その体系は概して図 lのよう

にまとめられる。

社会保障制度の改革に携わっている機構は多

鼓にわたり，一般には，社会救済，社会福利，

軍人およびその家族・革命殉死者の遺族への補

償・優遇については民政部が，社会保険，医療・

衛生については労働，人事，衛生等の部門が管

理しているほ2)。社会保険に関しては， 1979年

に国家労働総局で保険福利帰か設附され， 82年

には前国家人事局と国家労働総局吟が合併して

労働人巾部が成立し，従来，人巾部門か統一管

理していた国家機関・事業単位の社会保険業

務は労働人事部が統一管理することになったが

（沖3),88年には再び労働，人事の両部門に分か

れた。 1994年には労働部は国務院の承認を経て

社会保険事業管理局を成立させ，行政管理と基金

経営を分けて管理する体制を敷いている（注4)0 

また，国fi企業である中国人民保険公司も集団

所打制部門の老齢年金を実施するなど，社会保

険政策の一部分を代行している。

従来の社会保障では， 1950年代初めに1日ソ連

『アジア経済』 XXXVIl-7• 8 (1996. 7 • 8) 
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中国の社会保険制煩改吊

図 1 中国の社会保障体系
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（出所） 什I；市・陳向束紺苫『中国社会保障制度改吊』北京

をもとに，瑣者•部加筆・修ll-•O

（注） ＊「Ii｛呆」とは，農村において，労働力喪失・欠乏者て身寄りのない者に対して集団か5つの

枯本的な生活条件（一般には，衣・食・仕と医療，埋葬）を保障する制度で， 1950年代末に形成さ

れた（蘇延林主編「中国社会保障辞典』北点 首都師範大学出版社 1994年 275ページ）。

経済管理出版社 1991年 74ページの図

の影帯下で従業員個人は社会保僻費を納めない

というやり方が採用された旧5)関係から，都市

や[KI有部門の従業員世帯に手印ーい社会保障政策

が実施される一Jiで．総人口の約8割を占める

「農民」（＝都市戸籟木取得者）はその適用対象外

に紺かれていた。「農民」 の地理的・社会的移

動が戸籍管理制度に象徴されるような諸システ

ムによって厳しく制限されていた従来の社会に

あっては，社会保障の享受者は往々にして既得

権益者であったといえる。 1980年代に入っても，

社会保険の普及範囲は全人民所有制(-国1i)

部門と県管轄以 r．の都市集団所有制部門の従業

員（iい）であり，労働保険が適用されている従業

員数は84年段階で 1億829万人(it7)．総人Ilの

約 1割という状況であった。次節以降で述べる

社会保険の改革もtとしてこの部分の人口を対

象に進められている。

2
 

は，

改革の動因と流れ

1970年代末以降の社会保障制度改革の背景に

大きく分けて 2つの動因がはたらいていた。

そのひとつは文化大吊命の「後遺症 J ともいう

べきものである。文革期の社会的混乱によって，

それまで労慟保険基金の運用を統一的に管理し

ていた総l'^会(i18)の機能が麻痺し，労慟保険は

145 



199607080148.TIF

1996doc  99.7.12 6:57 PM  ページ 720

その社会的資金駐盤を失って「単伶」(t1り）による

実質的な介菜保険となったり1l(））。こうした状況

は国家が退職費用を統＾的に負担していた計画

経済体糾J)Fではさほど忠比亨をもたらさなか

ったが，絆済改革の実施によって企業が独立の

経済i休となると費用支出における企架間のイ<

均衡を買”なものにした(itll)。また，特に1970

年代には，部巾集団所行制企集の↑人民所仰似

への昇格古畠i闘底川から本採用へのメ筍格哀更が

続出したふと！・=ょって労鶯保険の対匁範圃が掠

大し，退闘費用支出をIf迫するようになってい

た(til2)。改革・開放期の社会保陪休制の整備は

まず，文が中に牛じたこれらの品胴逗を解決す

ることから着手されたが，後述するようにそう

した＾連の措『それ自体が退職者の氣増や退職

匹用支出を附大させ，その後さらなる改り＇ 1・調

整措憐を必要とするポ態をもたらしたのであっ

た。

もうひとつの動因は， 1970年代末以降の改革・

間放政策の史施に伴うものである。晶負経堂哀

任制導人による経党の効率化と桐閻？化rt〗累0)

介業経常からの分離， 1980年代半ばの国有部門

における労峨契約制の導人や「企茫破産法」 0)

施行によって牛じる失業者の救済，労饒｝）の流

動化の促‘•生竺村の人民公社体制の崩壊による

ど齢｛呆閂門悶などが課題として•；了 r. した。また，

経営状船が悪化して財政代担を9t迫している同

打企業の改革を社会的f安を1呵璧しつつ安定的

に推し進めてい＜ i^でも，失業打敦済や名齢年

金の円滑な実槌だけでなく，企業舒党から分麗

される従翌］狐評Il)ザ生部門の新たな受けIlilとし

ての社会作障制度の拡充が不可欠とされた。

改革•閲放期の社会保院制度の改革は，以r

のような勁囚に促されて文施された。同時期の

146 

社会保障政策は，既存の制度を調幣・改編して

いった1983年頃までの時期と，都rti部での経済

改吊実施に伴って改革が本格化した84年以降の

時期とに大別して捉えることができる。後者の

時期については，資金負担における国家による

従来の丸抱え状態を改め．改革・開放政策実施

に伴う状況変化に適合した新たな社会保障制度

の枠組みを確吃することにt眼が閥かれていた。

1990年代に人ってからは，それまでの改革の一•

定の成果を踏まえたtで．国家・集団・個人の

共同負担を原則とし．老齢年金保険と失業保険

制度の改革を屯点としてその他の社会保障項目

の改吊を牽1lしていくことが目指され，新たな

政策栂面を迎えている。この2つが改革の重点

とされたことは，国有企党改革と密接に関連し

ている。全国有企業の半数以上にも達する赤字

企業を破産させようとすれば大はの失業者が発

牛することは必年であり．これらの人々の所得

保障や再就職を莉実に実施していくことが要求

される。さらに，経営不振に陥っている企業で

は年金支給の遅滞などの事態が発生しているこ

とから，これら退職者や従業員の不満解消を図

る方で，令人民所有制からその他の所打制企

業への転職を促す卜でも，老齢年金保険の拡充

は怠務であるといえる。

(it 1) 1985年9月の中共中央全国代表会議で明確に

され，第7次5カ年；；十画期 (1986~90年）を通じて正式

に認められるようになったとされている（郭崇徳t紺

『社会保障学概澁』北点北京大学出版社 l992if 139 

ベージ）。だが，最後の軍人およびその家族・弔命殉死者

の遺族への補憤・優遇をはずして医療・衛生を独W＿して

曲記する場合もあるc

（注 2) 本文の記述はtに都市部に関するものであり、

製村地域に関しては民政部門と地h各レベルの政府が共
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同管理している（労慟部課題組編『中国社会保障体系的

建立仔ブぷ名』北京 中国経済出版社 1994り ］25ペー

ジ），

（注3) 「当代中国j 釘幻仕編輯部編『当代中国的職工

工資福利和社会保険」北京 中国社会科学出版社 1987 

年 351~352ページ。

(il 1) 『人民日報』 1994年3月26lL.

(ii 5) 徐放嗚・路fll平・朱青『社会保1領糾論』北京

中国財政経済出版社 1990年 179ページ。

（注6) 1983年時点で都市集団所有制部門の従業員の

うち，（i3.lバが労慟保険制度の適用対象とな＇）ていた（木

崎禁「企業の従業員に対する分配と改弔」 I小島麗逸編

著『中1KIの経済改翫勁や内）f；1988年）。
（注7) 国家統計局社会統計司編『中国社会統計資料

1990』北京中国統計出版社 1990年 127ページ。

(iL8) 中国の労働紺合の令国的指導機l½I、中国共産

党が紺虞・指導する大衆組織で，党と大衆U)間にあって

党の政策を末端レベルにまで反映させるパイプ役として

位置づけられているという点で，資本t義経済諸国の労
慟組合とはその基本的性格を異にする。

(ii 9) 従業員の生泊全般を取り込んた．『茫や機関・

弔哭釈1、1jなどの職場糾織を指す。

（注10) 1969年2月の財政部「国営企業の財務工作に

おけるいくつかの制度改革に関する意見（草案）」（「関

於ll;！営企党財務工作中幾項制度的改革意見（や案）」）に

より．国閏企業は労働保険費用の控除をイいこ杓止し，

退職行やK期療養者の貨金およびその他の労種り作険支出

はすべて企業の「営業外支出j とすることが規定された

（「当代中国」叢書編輯部編旦i代中国的……』 323ペー

ジ）

(ii ll） 井伯威・徐文I杞・曹恒春編著叶I同什会保険

制度改革』上海復旦大学出版社 1993年 79ページ。

（注12) 徐・路・朱『社会保障初論』 1&5ページ。

II 社会保険制度改革の内容

従来の中国では社会保険の適用対象人口およ

び複数の保険事故を＾本の法律に統合し，一括

して扱う社会保険制度を実施していたり11）。そ

のため，各保険事故ごとに分けて見るよりも，

全人民所有制および県レベル以上の都市集団所

中[k[U)t1．云保険制度改吊

有制の従業員の社会保険というように所有制別

に概観する方が分かりやすくもあるのだか，各

保険制度内部ての制度の拡充，所有制や雇用の

形態を超えた普遍的な社会保険制度の確立とい

う将来の展開方向に鑑み，ここでは機能別（項

I I }jlj) に整理してゆくことにする。

1. 全人民所有制の固定制従業員以外の改革

動向

社会保険制度の改革は全人民所有制の固定制

従党員 (ii•2) を中心に進められており，次項て詳

しく述べる改革動向も主に同従業員あるいは同

所有制についてのものである。そこでまず，本

川ては全労働力人l1のなかにおけるこの部分の

ガ＇慟力の位府づけと，全人民所 h^ 制の固定制従

業員以外の社会保険政策の流れについて概観し

ておきたい。

1992年段階で全人民所有制の固定制従業員は

全労働力人口の 12.7 ~~名を占めていた（表 1 より

算出）。全人民所有制，都市集団所有制，その他

の所有制旧3)の企業に雇用されている従業員は

令労働力人口の24.9~ばを占め、この 3 者の構成比

は73.6ぷ， 24.5ら 1.9年である（表l参照）。残

る1.4年が都市の個人経営および私営企業の従

業員で， 73.7匂が郷村労働1Jhi4)である。全人

民所有制に限って見れば，固定制従業員，招約

制従業員，臨時従業員，計画外従業員（注5)の比

は17.6:4.8:1 :2.0である (Alより算出）。都

市の全人民所＃制が雇用する股村戸籍の従業員

数は702万人（同従業員総数の6.4ぷ）であるぼ6)0 

従来，全人民所有制および一部の都市集団所

付制単位の固定制従業員は終身雇用による所得

保樟と国家や企業が全面的に提供する福利111牛

を享受していたが，企業経営の効率化や労働力

の流動化を推進すべく 1986年から全面的に労働

I47 
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表 1 労勘1j人口の内訳 (]992り）

（岨位：万人）

令人民所{,.•戸； 10,889 (100.0%] 

〈73.6%〉

（同定制従菜員） (7,561) [69.4%] 

（茨約篇；i従菜：：り (2,058) (18.9%) 

（臨時従累口） (429) [3.9%) 

(it曲i外貸詈闘） (841) (7.7%] 

都巾集団I-'）ifi制 3,621 

〈21.5%〉

その他のI';i[i糾 282 

〈1.9佑〉

小 I ; l 14,792 〈24.9%》

(100.0劣〉
--!----

都1|i(}）個人経閏

および私悦 838 《1.4%〉

郷村労鋤力 43,802 〈73.7%｝ 

59,432 《100.0%〉

（出所） 国家統；；I•1,J社会統"1,il ・労例部綜合

出叫渾『中尻労饒統社り筐 HJ93』北
ポ ，l頭労嶋出版社 1993年 13, 18, 
48, 301ベーシ。
（注） 令人民，り［む枷i(/）うち，部巾(/)それに犀
用される農村戸笥(/)従菜門数は， 702Jj
人， iiilii；こ闘応数の6.4％を占める。

契約制が文施された(117)。契約制従業目の社会

保険についこは， idj年7月の国務院「国営企業

における労慟契約制実施についての暫定規定」

（「国営企？；］、fi労働合l口J制斬行規定」 1986年7月

12 I]公布，：母年IO月1日より施行）で固定嘉IJ従業

此に準じた規定がなされた。その老齢年金の財

源については． 企業が員金総額の約15;ばを所得

税徴収前に控除し． i固人がり囀：［金（「憬準l

資」）の3'tば以内の額を紺月賃金から控除して納

付することになっていた。

集i、J1所1]制については，県レベルを分岐点と

して実施形如に規模別相違があった(it8)。1980

年2月に社会保険丈施の資金運用面での規定が

I48 

なされ，都市集団μ斤有制単位における社会保険

制度の確立に経費支出面での根拠が与えられた

llt9)。1983年4月には国務院は，各企業はその

経済的条件に合わせて， 一定額0)社会保険躾金

を所得税徴収前に控除して専用枠内で運用し，

徐々に社会保険制度を確立していくべき旨を定

めた規定ば10)を出したが，これは特にlメ・県よ

り下のレベルの集団経済組織の社会保険制度確

立に国家立法の法的根拠を与えたものとされて

し)る (illI) 0 

外密関連企業の中国人従業貝については，

1980年 7月に国務院が「中外合資経営企業の労

働管理規定」（「中外合資経常企業労働管理規定」

198(）年7/J26H)を出し，中国人従業員の労働保

険，朕療費および国家が国内の従業員に対して

支給している各種fJ1の給付は国営企業の規準

に且づいて実施すべき旨を明記していた。 1984

年 1月に出された労働人事部の実施規定ぽ12)に

おいても，国営企業の関連規準に基づいて実施

することが明記されるとともに，より具体的な

規定がなされている⑪l3)。さらに1986年11月に

は労働人＿ボ部は，外賓関連企業の中国人従業員

の老齢年金保険基金と失業保険基金は所在地

の人民政府の規定に且づいて納付することを定

めた規定を出しているが国14)，総じて外資関連

企業の中国人従業員の社会保険0)具体的実施

内容については，地域や企業によって多様であ

るりil5)。

2. 各分野での改革動向

(I) 五老保険（老齢年金保険） （lL16) 

令人民所打制の老齢年金制度は， 1950年代前

半は企業従業員に関するものと国家機関勤務者

に関するものとの 2制度が前立国17)し， 58年に

統一された。文化大革命期には，前述のように
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廿働保険諸費用は営業外支出に改められてμ金

の運用が企業による自主管理となっただけでな

く，企業や国家機関の退職取扱い業務機能が麻

痺したことなとから本来退職すべき人員か介業

内に滞留した川1810

1978年6月に，国務院は文革中に生じた諸問

題を解決するため幹部と労働者それぞれの退職

についての軒定規定旧19)を公布し，退職者(/)符

遇改善を打ち出した。これらは上述の滞留人員

の解消を図るだげでなく，退職の促進による従

菜員構成の杓年化や都市部の新規就業者の雇用

削出を目指したもの旧20)で．退職者の子女を優

先的に雇用するという「頂替」規定などを盛り

込んでいた。これは退職費用支出と賃金支給と

により，企業の支出が全体的に増加することを

恙味する。この他にも， 1979年から物価調整に

伴う退職者への物価補填（または生活費補填）給

付の開始ほ21)や， 80~83年の「離休」認定条件

(/）緩和などの措置が打ち出された。こうした一＾

連の政策および就業者の年齢構造（注訟）に規定さ

れた退職者の絶対的・相対的増加によって，経

丹支出も増大した（注23)。

すでに1981年から退職条件(/)緩和や「I印替j

の拡大現象に対する注意がなされ，後者につい

ては最終的に禁止されるに令＾ったが， 80年代中

頃以降の企業0),，出負経営責任制実施等の経済改

革の進展に伴い，経営業績が悪化した国有企業

では支給能力が大幅に低下し，各企業ごとに年

金業務を行なうことから生しる「企業保険」(/)

弊宮がますます顕特になった。さらに，従業員

による経営者選出制の導入や企業の自己資金運

営の自主権拡大によって，従業員への待遇改善

を重視した企業側（注24)によって各種手当の支給

や退職条件(/)41きl：げ等の独自行動が多発し，

中国の社会保険制渡改革

保険福利告用支出（注25)が増大した。

こうした状況の下で，後述するような基金運

用の統一的管理を柱とした老齢年金保険制度の

「社会化」，すなわち，社会保険費用を1玉l家が全

面的に負担していた従来のやり方を改めて個人

負担を導入し，また，所有制や個別の企業の枠

を超えて駐金や制度の統＾的管理・運営を図る

動きが加速していった(})てある。

1991年6月に各地の経験を取りまとめた上で，

国務院は「企業従業員の老齢年金保険制度改革

に関する決定」（「関於企菜職工養老保険；hll渡改革

的決定」 1991年6月2611) を公布した。こ(})「決

定」では，全人民所有制企業の従業員の年金制

度改革について，従業員自身も一定の費川を納

付することで従来の国家．企業による全向負担

というやり方を改変し，基本老齢年金保険，企

業の補充老齢年金保険，従業員個人の貯蓄的老

齢年金保険(})3者を結合させた制度を徐々に打

ち立てていくべきこととされた。特に基本老齢

年金保険に関しては，企業が納付する保険料は

賃金総額と当地の政府規定による率に基づき納

税前に控除し，個人(})拠出については本人の基

準賃叙(})3らを超えないこととされた。 luJ「決

定」はいまだ制度確立への過渡期にあるという

認識(/)l‘てで，改革の引点を現行制度の調愁・完

備に漑いており，国家の統一的政策に依拠しな

がらも地域間，企業間で実施にある程度の格差

が生じることを認める内容となっている。

さらに、 1994年からは駐金の社会的統一徴収

と個人ごとの口座開設を組み合わせた新制度へ

の動きが進行しており（注26)，すでに上海や広東

省では個人口座の開設が実施されている（注27)0 

国有介業従業員の退職費用の社会的統——管理

については， 1984年以降，広東，四川， i[蘇，

I49 
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遼寧等の省の一部の市・県でその試みが開始さ

れ（注28), 87年には令国で展間していく槻が熟し

たという政府の品心に達しているぼ29)0..::うし

て1987年から，詞費用の統cー管珂を目指す改革

が全面的に冥開され(il30), 91年には北如反津，

上海，福建，汎西， 吉林，山西，河北，広束，

四／l|などの11の省・ riiにおいて省レベルで実施

された（北31）。これには全人民所有制の従業員の

約5割，退職者の約6割が参加し（注，32),94年に

は全国の低農員の90.5ぷの加人が報じられてい

る直33)。基本年金と企業による補充年金とに分

けて見れは，前者に参加している企業は1994年

時点で全国で58.8万（従業員は7300万人余り，

退職者は1500万人全り）であり（注34)，国有企業

をほほカハーしていると見てよい。加入打数に

ついては，従業員総数と退職者総数の63.8ぶと

57ぶばを占めている。後者をぶ行している企業

は1993年時点で全国で600余り（従業員は50万人

余り）でありは35)，これについてはまだ端緒に

ついたばかりだといえよう。また，納付・支給

方法については1993年時点で，某本年金の個人

納付を実施している行・市は22,給付額の計算・

支給方法の改革を行なっている市・県は65,銀

hまたは社会保険機構から訂談年金を給付して

いる市・県は1014あるぽ36)。こうした地域別の

統一管坪の他に，各蔀門ごとの統・憎管押も実施

されている（注m。また，企業における改革に対

して政府機関や事業単位（注38)における同保険制

度の確Wも諜題となっている (iJ39)。

基本年金の給付レベルに関しては，いまだ柔

軟な給付レベル確定の調整メカニズムが確立さ

れていないため，紐Hi企業の従業員であっても

私保険に加入して老後に備えなければならない

ボ態も出てくる（旧（））。従来の給付方法ては年金

I50 

は基準賃金の一定比率に基づいて支給されてい

たが，「改革・開放」期を通じて基準賃金が実際

の賃金総額に占める比率は低下し（注11)，退職後

の実収の大幅な低下をもたらしていた（注42)0 

1992年に労働部はこうした問題を解決するため、

基本老齢年金の受給を社会平均賃金や加入年数，

賃金収人 (iI•43) とリンクさせること，また，社会

平均賃金の上昇率あるいは物価調整と適度にリ

ンクさせて自動スライド・メカニズムを形成し

ていくべきことを提起した。すでに， •部の地

域では物価や当該地域の従業員の月平均賃金の

t昇率，勤続年数，加入年数，賃金収人に応じ

て年金給付額をスライドさせる方法等が試みら

れており， 1993年段階で9つの省の14の市で実

施されている（注44)。だが，こうした措附の全面

的な実施については今後の課題であろう。

保険料の拠出を要する契約制従業員と拠出を

要しない従来からの固定制従業員との間に生じ

る矛盾を緩和するため， 1987年に雲南省で後者

の保険料納付が試行されて後， 91年には広東等

4省において全省の国有企業で実施されている

I注45)。また，両基金の運用が別々で前者の収支

が黒字，後者のそれが赤字という状況に対して，

両者にlo-J•の保険料率を適用して相Hに資金謂

達を行なうことが提唱されているが，すでに一

部の地域では両基金を統一して運用する試みが

なされている（注46)。

一方，都市集団所有制企業の従業員について

は， 1982年より日肱遼寧，古林等の保険公司

が社会保険的性格を帯びた老齢年金保険業務を

開始し， 84年末には25の省・自治区・直轄市の

保険公叶が実施していた燻17)が，同年，中国人

民保険公司が集団所有制従業員の老齢年金法定

保険を担"iすることが正式に承認された（注48)。
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1991年には全国で1015の市・県の集団所有制企

党が老齢年令保険の基金の統一管理に参加し，

700万人の従業員が）J11人， l40Ji人が毎月保険公

百］から老齢年金を受給（注49)（同所有制における従

菜員，退職者総数のそれそれ約19~．；と約24い）して

し)る o

他方，農村におけるlrt］保険の試みは1986年か

ら開始されに（注50)。1991年に民政部は山束省で

試行されたやり方を全国で展開していくことを

提起したかいI:,[).-92年段階で）JI)人者は多く見積

もっても加入対象人口の 6ぷ未満であるほ52)0 

こうした農村池域に対する政策は農業改革や人

口抑制政策の貫徹か主な動因となっており，各

地で一人っ子や女の子供しかいない親を対象と

した老齢年金保険か実施されている。

(2) 医療，疾病保険（健康疾病保険）

都市従業員の医療保障はすてに1950年代に制

度化されており，医療費支払における個人無料

がその特徴であったぼ53)。こうした特徴は．医

療サービスの過剰泊費傾向をもたらしたたけで

なく，後述するような経済改革による医薬品価

格の上昇なとと相侯って国家や企業の1矢療費支

出を激増させた。

全人民所h制単位の保険福利費用のうち，医

療衛生費の支出は名H額で1978年の28.3t意尤か

ら85年の64.4億元， 92年の 318.2億元へと増加

し(il:54)，インフレの影評を取り除いた実質支出

額で見ると85年の48.0億元， 92年の125.4億元と

なり（注55)．その年平均増加率は78~85年て7.8

ぷ， 85~92年で14.7らで，特に後者の時期の支

出増か著しい。その背景には、個人の過剰消費

だけでなく，対象人数の増加，従業員の年齢構

造の高齢化，医薬品価格の上昇や支払基準額の

,;|き上げ， l久療技術・器具の閥痩化・精密化や

中1・1；]の社会保険；1，ll/Q改革

利潤を追求した医療機関側による医療サービス

の過剰供給などがあったほ56)。例えば対象人

数については1990年と80年を比較して公費医療

で70ら労働保険医療で30;;ふ増加したことが指

摘されている直57)0 

また，公費医療では 1人当り基準額が1980年

代には従来の年24元から30元， 36元へとり1き上

けられたか，依然として中央機関で55)じ，各地

方で100元以下という低い水準であり，それに対

して実際の 1人当り費用支出は 88年以降100元

を超え， 89年には全国で145.18元， 91年では約

220元となっていたli/58)。一方，医療費の財源に

ついて見れば，労働保険医療ては1950年代には

賃金総額の 5.5ら9を統一的に控除していたもの

か， 80¥f代にはボーナスや各種補填を除いた分

だけ基準が縮小した賃金総額の11年を控除し，

福利基金の中で他の伽利費用と混用された。近

年，実際の支出が賃金総額の 8~9らを占める

状況になっても，医療費の控除率はそのままで

あった (1i59)0

こうしたことから生じる企業と国家の負担を

軽減し，過刺な消費を抑制するため，改やは現

行制度に部分的調整を加えるとともに直60)，主

に医療喪支出に自己負担を課す方向で進められ

に。

医療費の個人負担実施⑪61)については， 1988

年3月に国務院の承認を受け衛生部のt導で成

立した改革検討グループの構想では，個人負担

はその経済単位の平均賃金の 5;,'えを超えない範

囲にするとしていたUl62)。1993年3月からは外

来診察，入院医薬費の10;ゞえなどの個人負担の実

施や一定額以上の部分についての企業負担の実

施など，現行の公費医療制度に調整が加えられ

ている (!}1り）。実施状況を見ると， 1991年頃で全

巧1
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国の80ぷの国有企業が個人負担を試行している

(/t64) 

方，次療費の統一韮金設立の動きも始まっ

た。 1986年から， tとして中国人民保険公司に

よる改革が上海， 1公束等10余りの省・ liiで行な

われた（注飢・。 1993年段階で四川．河ふ北点等

19の作・巾の110の巾・県と161の部門系統で中

小企業の大病じ；療費用（大病を応った湯合の医療・

費補崩を目的とした某金制度）の社会的統一管坪

が実施されており， 150万人の従業旦が加入し

ている（注面）。退職名の灰旅費については，その

支出を制御しにくいことから退職費用の社会的

統一管坪の項日からは外されていたが，近年．

｛部の地域で屈某金の統介管理の試みが淵始さ

れた旧67)。

慨して．仄療制度の改革は年金制度や失業保

険0)それに比べて進展が遅い。これには，集団

所有制や中小企業の方が危機感を持って臨んで

いるのに対して大企業や経済力のある企業は従

業員への心理的影愕を考えて二の足を踏みがち

であること，また，従来からの財政補埴を期待

できずに医療費のコスト負担や事務託費が増大

することを恐れる仄療機関の反発など，さまざ

まな利官関係が交錯していることが背景にあ

る(/t68)。また，個人負担率についても数芦など

もっと低いレベルから逓増させていくべきだと

いうt張もあり，各地で様々な改革が模索され

ている。 1993年未には．統一的な資金徴収・連

用を行なう大病社会保険基金の設立と般医療

における仰人ごとのI]座開設を 2本柱とする朕

燦制度を巾｀・県レベルで確立させていくことが

改革方針として打ち出されている (it69)。

(3) 情業保険（失業〔屈用）保険）

失業保菜の実施は， 1986年の国有企業におけ

巧2

る廂用制度改革の一環として開始された。国務

院が1986年7月に公布した「国営企業従業員の

失業保険暫定規定」（「国営企業職工待業保険暫行

規定」）は同年公布された労働契約制の実施等を

定めた 3つの法規ぼ70)，およびその後同年12月

に公布された「企業破産法」によって生じる失

業者の所得保障を目的としており．国有企業の

一部の従業員が対象ぼ71)であった。同規定では

同基金の資金源は企業が税引き前に全従業員の

甚準賃金総額の 1らを差しi:JIいたものとすると

され，失業救済金は企業を離れる前2年間の本

人の月平均基準賃金額を基数として支給すると

された。

この段階での問題点は．まず．支給レベルが

低いことが挙げられるぼ72)。従来からの低賃金

制と属手当という状況に規定されて，失業救済

金計算の基数となる基準買金が従業員の賃金全

体に占める比率は相対的に低く． 1990年で55.7

年にすぎなかった。また．受給者数についても，

1992年までの 6年間でのべ60万人の失業者が失

業救済金や医療費等を受給したが（注73)．これは

87~92年の 6年間の失業肖年を除く都市失業者

総数359.7万人の約17年を占めていたにすぎな

しヽ。

失業保険の普及状況を見ると， 1991年段階で．

国有企業，政府機関や各種団体，事業単位，一

部の集団所有制や外資関連企業を含めた実施単

位数は計43万で，参加従業員数は7123万人（今

人民所有制・集団所有制・外資や合弁等のその他所

H制の従業員総数の49.1ぷ） （柁74), 92年段階で国

有企業の従業貝，政府機関・市業単位の契約制

労働者は某本的にすべて失業保険に加入し，北

京， 上海，浙江，江蘇．福建．湖北，山束，河

北，遼翠黒龍江，海南等の地域の県レベル以
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tの集団所有制企業の従業員も加入していた

叩 5)。地域によっては，実施対象範囲をさらに

拡大し，毎月 1元の個人の拠出も実施してい

た（注76)0 

失業保険の実施対象範囲については，すでに

1990年前後に私営企業の従業員や臨時労働者，

作節労働者などにも拡大する地域も出始めてい

たが（注77),92年初めに失業保険基金に保険料を

納めていた閉鎖・業務停Il：企業の削減人貝にま

で拡大する旨の通知が労働部・国務院生産弁公

室から出され（注78)，次に述べる翌年公布された

国務院の規定にも盛り込まれた。

1993年4月に，それまでの実施状況を総括し

た上で，国務院は r国有企業従業員失業保険規

定」（「国有企業職工待業保険規定」同年5月1日

施ir)を公布した。 1iiJ規定では保険料は賃金総

額の0.6乞（上限は 1ャ、＇，、）とされた。また，救済

金支給の基数についての記述を削除し，失業救

済金の支給レベルを当地の民政部門規定の社会

救済金額の120~150；；ふとするとしながらも旧79),

具体的には各地の決定に委ねている。救済金の

支給規準については勤続年数5年を区切りとし

ていた従来のやり方から， 5年未満については

その下限を 1年以上としており，全般的に前回

の規定に比べて受給条件が緩和された内容にな

っている。その背景には，国有企業改革に伴う

失業者発生の受け皿として失業保険体制を敷い

たものの，実際には余剰人員を企業内に抱え込

む企業が多く，失業者が当初のf想通りに社会

に遊離されてこなかったことがある。

さらに，各地で保除料のりlき上げが行なわれ

たことと相侯って同保険基金の累積額が上昇し，

本来の支出項目である失業救済金への支出では

なく，転職のための職業訓練費や生産援助金に

中[Iil叫 1会保検；bll1釘改革

支出された（注80)。

このように，失業保険の実施は，国有企業の

経営メカニズムの抜本的改革という本来の役割

を十分に果たしてきたとは言い難い。だが，

1991年頃から失業保険の受給者の増加速度が高

まり， 93年には 1月から 6月までの間だけで過

去6年間の総数を上回り，給付金額もそれまで

の総額の 8割に達するまでになっているぽ81)。

旧竹企業の破産についても政府は1994年秋以降，

果断に推し進めていく姿勢をホしていることか

ら（注82)，今後の動向が注目される。

(4) 工傷保険（労災保険）

労災保険はすでに1950年代初めから実施され．

2つの制度が並立し，費用はすべて国家や企業

負担であった（注83)。「改革・開放」期の改革内

容には、現行制度の調整・拡充け184)と基金の社

会的統一管理の試行とがある。

後者については，従来からの企業間や産業間

の費用負担格差，給付レベル格差を解消するこ

と，また，個人からすれば給付レベルが低く，

「騒ぎ立てなければ補償が得られない」といっ

た状況を改善することを目的としていた。基金

の社会的統一管理は， 1988年以降広束等の地

域で試行されぼ85),92年段階で広束，海南では

省レベルでの改革がなされた。また，遼寧，吉

林，江西，福建，四川，湖北，河南，山東等18

の省の390余りの市・県では650万人余りが参加

して．資金の統一管理や異なる保険料率による

基金設立が試行されている (1「H(i)。だが，これは

いまだ従業員総数の約4.4むを占めているにす

ぎなし、り187) 0 

(5) 牛育保険

国有部門の女性従業員の生育保険（注88)につい

ては， 1950年代初めに労働保険の一項目に組み

巧3
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人れられていた（沖89)が． 88年 6月の国務院 r女

性従業員労働保護規定」（「女瓢I労働保護規定」

1988年 6月28日国秘院通過． i平 1'9月 1日より施

行）および同年9月の労慟部の補足規定ぼ90)に

より，産休休暇の延長等がなされた。両規定に

よれば，売休中の賃金は従前どおり支給され，

産前検査や牛育費用は企業が負担することにな

っている。だが，これは企業間の負担を増加さ

せたことから女fの就職難がさらに悪化し．政

策の実施の貫徹に支障をきたしてきた。こうし

た事情により，生育費用の社会的統一管理への

動きが高まり， 1988年 9月に江蘇省南通市で試

行されて以来，杭州等49の市・県で企業負担か

ら社会的統～～．＾管理へと改める改革が実施され

た。また，蘇州等10の巾・県では，火の勤める

企業が同費用の半分を負担するという形での

試みも実施されている UtYI)。その後，全国の13

の省・市・区の100余りの市・県で生育保険基

金が設立されている（注92)（市・県総数の 3~4ぷ

（注93)）。

（注 l) 地主印芙贔 r社会保障叫本』東洋経済新報社

1993年 217ページ。

（注2) 固定制従来員とは，国家の，汁画枠内で労働部

門の正式な労働力統分配によって令人民所有制あるい

は集団所有制単位に就職した終身雇用の従業員のことで．

1986年から全面的に導入された雇用期限付きの契約制従

業員に対して．主に従来型の従業員を指す。

（注3) 全人民所有制，集団所有倍1J,私営相互の合弁．

外資系企業およびそれらと中国企業との合弁など。

（注4) 郷村人口のうち•定程度の固定収入のある労

慟者で． 舟tに国有部門の第1次庁吼就業者は含まれな
し）

゜
（注5) 計画外従菜且（「叶画外用上」）とは，全人民

所有制単位が国家の労働計画外で雇用している従業員。

計画内で庫用される臨時従業員とともに，順用形態から

見ると臨時雇用である。社会保障や福利瞑生，付加給付

154 

等を9受できる固定制．契約制従党員に対して，臨時従

党員や叶画外従業員はその適用対象外に附かれている。

詳しくは， KyoichiIshihara, China's Con加 rsionto 

a Market Economy (Tokyo : Institute of Developing 

Economies, 1993), pp. 31-32を参照されたい。

（注6) 国家統計局社会統計司・労働部綜合計画司編

『中国労働統計年鑑 1993』北京中国労働出版社

1993年 48ページ。

（注7) 同従業員の従業員総数に占める比率は1986年

0)4.9とから93年の21.0年となっている。

（注8) 文革前までは従業員100人以I．の大企業とそ

れ未満0)介業とで形態が異なり，前者ではほぼ全人民所

H制企業と同様の労働保険制度が実施されていたが．後

者では企業が工会組織と協議して労働保険を運営してい

くという形がとられていた（朱慶芳主編 i'tf:会保障指標

体系』北京 中国社会科学出版社 1993年 63~“ペー

ジ）。なお．集団所有制企業の保険•福利厚生に関して

具体的に門及した研究としては，木綺みどり r中国にお

ける介繁の役割— 生活の場としての側面 」 (I)

(II) （『アジア経済』第29巻第3, 4り 1988'.rf.3, 4 

月）を参照のこと。

(it9) 財政部・国家労働総局「都市狛団所有制企業

の賃金福利規準と支出問題についての通知」（「関於城鎖

集体所有制企業的工資福利標準和列支問題的通知」 1980

年2月9日）。

具体的には．同年1月1日より．省レペルの労働部門

と主管部門の認可および財政部の同意を経て、かつ企業

の条件力滸こせば，大型集団企業（すなわち，県・区レベ

ル以上の企業）あるいは小型集団企業（すなわ知県・

rペレペルより下の企業），町内企業（＇街道企業」），家族
t場の別を問わず，従業員の福利基金と労働保険費用を

所得税徴収時に項目を設けて支出してもよい。福利基金

は賃金総額の11年を控除することに改めてもよい。また，

退職者の年金や医療費． 6カ月以上の病気休暇賃金，ぉ

よびその控除した福利基金，従業員の退職金，従業員の

死亡葬儀埋葬費や補助金などの労働保険費用は．賃金総

額に庄づいて所得税徴収後に控除するそれまでのやり方

を倅止し，今後は営業外またはその他費用の項目から支

出することに改めてもよい，など（労働部課題組編『中国

社会保節…...』 259ページ／部宙・陳向束編著『中国社

会保障制度改革』北京経済管理出版社 1991年 92~

93ページ）。

（注10) 「都市集団所有制経済の若干の政策問題に関
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する暫定規定」（「関於城鎮集体所有制経済若干政策問題

的暫行規定］国務院1983年4月14日）。

（注11) Iメ・県レヘル以上の集団f祈fi制企菜てすでに

国営企業の関連規定に墓づいて社会保険を実施している

ものは，そのまましばらく継続実施してもよいが，その

場合は依然として営哭外支出とし、特に社会保険珪金は

控除しないこととしている（召1い陳編著『中国社会保障

.....'』 93ページ）。

（注12) 労慟人事部「中外合資絆営企業の労懺竹理規定

の実施規定」（「中外合資経営企業労働管理規定実施弁法」）

1984年1月19日。

（注13) JJ{動保険，憫利費用および国家による各種手

当の額は，各省・自治区・直轄市の労働人事部門が財政

部等の関連部門と検討して決定し，国営企業の従業員の

労働保険，伽利費用および国家によるf当の疫動に伴い

適復に調幣を行なうこと。また，適用できないもU)があ

ると考える企業は省・ rli.自治区の労働人事部門に申請

して，財政部門およびr,-i]レベルの労働組合組織I})詞意を

得てから‘K施してもよい，など({{|;•陳編著『中国社会

保障……』 223ページ／蒋家俊．£克忠主編『社会主義

切級階段的労l動工賃及ti会保障J I:詢復H大学出版

tl1994年 192ページ），

（注14) 労働人事部「外商投資企業の雇用自主権と従

党員の賃金，保険福利費用に関する規定」（「関於外商投

資企業用人目主権和職l]'ー資，保険網利費用的規定J

1986年11月10日）。在職者の保険福利待遇は中国政府の

川営企業に対する関連規定に基づいて実施するごと、所

要経費は介業I})コスト費用から実行いI¥(「如Kりlj支」）

すること，など（『人民日報』 1986年11月27H)。また，

1994年には年金保険料(})個人拠出等を規定した「外商投

育企業の労勘管理規定1 が出されている（労働部対外貿

易経済合作部「外商投資企業労働管理規定」 1994年8月

11日）。

（注15) 例えば，外賓系企業の退職駄金の調達規準に

ついて見ても，地方によってその規準となる給与の種類

から保険料率に平るまで多様である（張紀涌「中国の退

職金告雌と外資系企業」（『海外労働時報』第225け 1995 

年2月） 77ページを参照）。

（注16) 老齢年金保険に関して，定年退職年齢につい

ては一般にリ別が満6()歳女性が満5(）歳（幹部職は55歳）

で，いずれも勤続年数が10年以tに達していることが必

要である。退職には「退休」「離休」「退職j の3つがあ

り，「退ft1は最も一骰的な定年退職I})形態である，，「離

中 lLl の社会保険；~lj/Q改革

休」は建国前に革命運動に参加するなどしていた一部の

老幹部に対する制度で，「退休」に比べて優遇される。

「退職」は定年退職前の退職を指し，待遇は「退休」より

も劣る。例えば．全人民所有制の建国後に就業した固定

制従業員の退職金については．「退休」の場合は本人の

基準賃金0)60~75らか毎月支給されるが，「退職」の場

合は40年である。ちなみに， 1987年で全人民所有制の

「離休」幹部の退職金は「退職」者の3.3倍であり，「退

休」者のそれより6n,絲い（陸学芸・李培林t糾『中国
社会発展報告』潅陽遼寧人民出版社 1991年 344ペ

ージ）。

（注17) hij者については， 1951年の政務院「労働保険

条例」公イIJにより，従党員が100人以tの国常や公私合営，

私営，合作社経営の工業企業や鉄道等の産業部門で実施

された介党は毎月給仔総額の3ャ9柑当の労働保険基金

を納め，総L会が統一竹理した。その後． t施範囲が拡

大し． 1956年には全人民所有制企業において基本的な実

施体制か粕った。後者は1952年の政務院規定により人事

部門の竹坪U)もとでt施された待遇は前者に劣る（朱

主編『社会保障指標…••'』 62ページ）。

（注18) 1978年で企業と国家機関に滞留する退職該当

者数はそれぞれ200)j人余りと(,0H人余りである（部・

陳編著 r中国社会保障•••…』 64ページ／「当代中国」叢書

編輯部編『‘り代中国的・・・・・・』 324ページ）。同年の退職者

総数は248Jj人。なお，滞留の要因としては他に，当時．

退職という行為自体が「中途半端な革命」で「不名誉」

なこととされ，退職適格者が適切な措置を受けられなか

ったことも挙げられる（｛祁・陳編片『中国社会保閃……』

64ページ）。

（注19) 1978年5月24日の第5期全国人民代表大会常

務委員会第2次会議て承認され， 1ti]年6月2liに国務院

より公布された．「国務院の老人・弱者・病人・身体障

害者幹部の配置についての暫定規定」（「国務院関於安贋

老弱病残幹部的暫行弁法」）および「国務院の労慟者の

定年退職噌中途退職についての暫定規定」（「国務院関於

工人退休，退職的暫行弁法j)。

（注2(）） 朱主編『tt会保障指椋・・・・・・』 65ページ／朱家

煎・張塞主編『中国社会保険工作全書』北京 中国統計

出版社 1995年 116~117ページ。

（注21) jt・徐・骨編著『中国社会保険......』 81ペー

ジ3

（注22) 1950年代に大量に雇用された従業員が80年代

初めに退職年齢に達したことを指す（同上書 79----e-ージ）0

巧う
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（注23) 令人民所有制単伶0)退職名数は 1978年の238

万人から83年の975万人に氣増し．．．応空買を除いた保険

福利費用奴l.：額ぱ14.1瓜元から60.l賓，＇じ (78年ttc．作のt
質額。都巾住民消曹付物価指数でデフレート）にそれそ

れ4.1倍と4.3倍に培えた。退職者とが鷹苔との比は 1

26.2から 1: 8.6へと変化し．在朦青 1人が担うべき負

担が増大した（印家統叶局編『中［級統叶年苦 1994』北

京中国統は出版tl 1994り 23l,6M. 666ページ）。

（注24) 中国の介業は営利活勒のみならず．従業賃の

福利印＇「サヽービスをも全面的に供給する瓜贋を負ってお

り，ポー）•スの氾刺支給なと企業経常の長期的展情を無

視した行性に走りがちである。こうした中国的特徴につ

しヽては， hhihara, China's Conversion..., pp. 74-75 

および木覧「中国における企業の…… Jを苓照。

（注25) ］］費用鯰頬が賃金詫窯に占める比和よ， 1978

年の13.7らから93年の34.0ぷへと増大している。

（注26) t'.な内容は，企業は従買門笠仝竺額0)13らを．

従業員は賃全認額の3ぷを保険料として納付し．個人/))

拠出率については2年ごとに 1ぷすつ引き tげ，以終的

には1M行を19f]笥にするというものである（『［人1」報』

1993年12月7日／秋｛「中国蓑老保険：：嬬：翻勺梢」（『仏角

鏡』 1995年1月り） 65~67ページ）。個人口兜は．従

菜員個人と墜用者が従業員賃金(1)•定の比字にりついて

各々納付する保険料と．｝屈用者が地几0)t1・会平均賃金の

定の比和こりづいて均等に従業HO)個人口座に狐ヽり込

む保険料との2つの部分から成る（『北点週毅』 1995年弟

2号 16ページ）。

（注27) 『［人H筐』 1991if-5月2(）H/『北京週報』

1995年第14り 16ページ。

（注28) 『人民日似』 1987年5月6[l, 92年6月7lfo 

（注29) ，•←r]家体制改革委員会と労僅人•9講か閲いた

部の省・ rli.n治区の退職費用社会的統 管坪・「作座談
会での見解（『人民［賛ぬ 1987年5月6H)。

（注30) ．-：]I紙 1991年10月3ll。

（注3]) 労欄荒課題組船『中国社会保障…••」 254ペー

ジ／朱t紺『社会保障指椋……』 72ペーシ。なお．残り
(1） 1咽については明記されていない。

（注32) • i務院研究宇諌題組、編『中国が会保険制度改

革」北原中国社会科学出版社 1993勺 223ペーシ／

『人民R翌』 1991年10月3日。 199'2年で．固定制従業凡

契約制従業員．退職者の加人〉祁はそれぞれ令人民所有制

単位（この場合は．企業，政府機閃，事掌屯位［本節汁

38を参照）の合計）人員の59年． 65年、 6?''-（企業のみ

巧6

では． 91 ぷ， 74ら， 84~＜ょ） （国家統計局社会統.if司・労

渤部綜合lf画司編『中国労働統計年鑑 1993』301~302,

471,,t85,お7ページ）。

(11:33) 統一徴収と部分的な積立による募金備蓄晶は

2暉意尤余りに達した（『人民日報』］994年9月27H)。

（注：{4） fiij上紙 1994年9月27日。

（注35) にlt紙 1993年7月191:::l。

（注36) lnI I-0ちなみに． lwJ年の巾` ・県総数は2300余り，9

（注37) 商菜部「商榮部系統0)従業員の退職費用の統

＾給付を実行することについての暫定規定」（「商業部系

統職l―i退休費実行統節支付的暫行規定」 1983年10H6

H)，国務院「企業従業員の老齢年金保険の統一＾管理問

直に関する回答意見」（「関於企架職」頂危老保険統笥問題

的批復」 1993年10月15H)。

（注38) 市業単位とは．必要経費は国庫より支給され，

！吋家指導下で市策を行なう，学校，病院，研究機関など

の中業体をいう。企業と同様．経済組織ではあるが，営

利追求を目的とし．かつ独立採算を行なう企業単位とは

区別，対比される（次を参照。小島麗逸組『中国経済統

社・経済法解説』アジア経済研究所 1989年 41~42, 

182ペーシの内田知行．小島両氏の解説／愛知大学国際

問題研究所紺『中国政経用語辞典』大修館内店 1990年

:129ページ）。

(tt39) 『人民H報』 1992年10月30H.12月17fl。政

府機門・事業弔位の勤務者数は3000fi人余り，全人民所

5制単位の従業員の約3分の 1を占め．退職者は1991年

で656―}i人（同年の全人民所有制単位の退職者総数の約

35.8ら）。

（注40) 同l：紙 1993年2月161]。

(r"-1:41) 1978年の85.7らから92年には51.7らに低下し

ている（国家統計局組『中国統計年鑑 1994』115ペー

ジ）。

W:42) 1989年の•部地域の調介では．全人民所有制

企業の退職者の 1人背りの月収は各種手％を含めて 110

尤であった（『人民H報』 1989年10/=13011)。

（注43) 「加人年数」「賃金収入」の原語はそれぞれ

「檄裳年限」「檄四...[資」である。後者は被保険者の保険

料や什金給付額の算定の基礎となる椋準報酬のことで．

具体的には指数化された平均椋準報酬月額（「指数化月

平均檄費I資」）を指すと考えられる。これは勤続期間

の貨金収人を，例年の社会平均甘金をパラメータとして

指数化してから9JO爪平均したものである（詳細は，朱・

張主紺『中国社会保険ー［作……』 133~137ページを参照
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()）こと）。

（注44) 『エ人日報』 1993年6月4日／r人民日報』

1993年4月29日。各地の事例では，各種スライド制の導

人によって給付レヘルが改善された退職者数は全体())7

~8割にtっており，新しい算出iji人によって逆に給付
額が低下した行については従来())Jji人に基づいて算出し

た額を支給する措置が採られている（『人民日報」 1992

年11月15日， 93年12月2日）。

（注45) I中国労働年鑑」編輯部絲i『中国労慟年鑑

1988~1989』北東 中国労働出版社 1991年 111ペー

ジ／同編『中国労働年鑑 1990~1991』北京 中国労働

出版社 1993年打4ページ。

（注46) rエ人日報』 1990年11月12日， 91年10月17日，

93年1月18日／『人民日砒 1989if::21]19l::I。

（注47) 部・陳編情『中国社会保障・・・・・』 244~245ペ

ーシ

（注48) 『人民日報』 1984年9月26日， 11月11日。

（注49) 同l紙 1991年4月151,.10月3日。

（注50) 個人の拠出を主とし， 惰せに20歳から毎月 2~

2(）元の保険料を納付し， 60歳から受給するとされている

（同上紙 1992年11月18H.10月6日）。

（注51) 同I::紙 1991年10月13日。

（注52) カII人者数についてはF,1時期に700万～‘ぷOO)i

人の範囲で界なった数値が公表されている（同 l紙

1992年6月14日． 10月6日， 11月18!:l,12月10Fl, 93年

1月5日）。

（注53) 医療保障には2つの制度がある。 9①公費作療

制度：主に全人民所h制の行政・巾茫単位の従業Hが対

象費用は 1人灯り定額を国家財政から支出し．各地の

衛生部門と財政部門が共同で管理。②労働保険医療制

度：主に全人民所有制企業の従業員と退職者が対象。費

ll]は企業が賃金総額から一定の率を控除した基金からし＾

出し，不足分は介党力噌軌員（朱目拙『社会保障指標・・・・・』

85ページ／労働部課題組編『中国社会保障・・・・・・』 103ヘ

ージ）。企業従業員の扶養直系親族は医薬費の半額免除

を享受し，この点で労慟保険医療は公費医療よりも待遇

が勝っている（）t.徐・曹編著川J|k]社会保険…...』]、、M

ページ）。扶促而系親放の範囲は時期によって異なるか．

従業員の給与によって生活している親族で． tに2親等
までの直系親族．および配偶者，弟妹を含むが，その確

定は年齢，就学状況，固定収人のイ］無，身体的障害O)fり

度等によって!,Jiされる。

（注54) 国家統』局社会統計nJ・労働部綜合計画ril糾

中国の社会保検制復改革

『中国労働統計年鑑 1993』505ペーシC9

（注55) 1978年を基準として都市住民消費者物価指数

でデフレートした（国家統計局編『中国統計年鑑 1994』

231ページ）。

（注56) 労働部課題組編『中国社会保防……』 106ペ

ージ/kl：編『社会保即指椋・・・・・・」 93ページ／国務院研

究室課題組編著『中国職工医療保険制度改革』北京 華

文出版社 1993年 94~95ページ。

（汁57) 国務院研究宰課題組編著r中国職I：朕療……』

94~95ペーシ。

（注58) 劉振江・干秀芝主編『社会保障与保険』北京

中国建材工業出版社 1994年 83ページ／労働部課題組

編『中国社全保障•••…』 106ページ。

(i'f-:59) 1992年以降は各種補填を含めた日金総額の14

ぷに改められ，その他の伽利費用と混用されている（劉・

子主編『社会保障与保険』83ページ／労働部課題組編『中

国社会保障……』 106ページ）。

(ij-60) 1984年頃から，衛生労働，財政等の部門に

よって治療期間算定の延べ，寸算の導入，医療機関を単位

としに公費I'A療の経費営理などが試行されている（労働

部課題組編『中国社会保障……』 256~275ページ／国務

院研究室課題組編著『中国職工医療……』 96ページ）。

(itm) こうした動きは，すでに1960年代からある。

(it62) 1k]務院研究空課題組編著『中国熾l̂．医療……』

95ページC

（注63) 劉・子主編『社会保障与保険』 82~83ページ。

（汗64) 「中国労働年鑑」編輯部編『中国労働年鑑

1990~1991』276ペーシ3 1992年で，公費医療において

は対象者の80~90年，労働保険医療においては中小企業

の80年で医療費の自己負担が実施されている（朱主編

『社会保障指標……』 97ページ）。

(tt:65) 1991畷階て，公費医療，労働保険医療加入

者総数の約 1割がこの改革による新たなタイプの医療保

険に加入している（朱主編『社会保障指標…，．．』 97ペー

ジ）。

（注66) r人民日報』 1993年7月19日。

（江67) 「中国労働年鑑」編輯部編 r中国労働年鑑

1988~1989』112ペーシ。 19o)省・自治区の90の市・

県と28の部門系統で実施されているが，加入退職者数は

50万人（同年の退職者総数の約1.8こ）にすぎない（『人

民日報』 1993年7月19ll)C

(Ll侶） （｛ II ・陳編著『中国社会保障…•••)'2:24ベージ／

国務院研究宇課題組編片ー『中国職工医療·…••』 97ページ。

Iぅ7
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（注69) 『エ人日報』 1993年12月7日。

（注70) 1似硲年7月12H国務院公伽岡斗l0月1I]よ

り施行された．「国堂•全：］覧における労轡吻約制実施につ

いての暫定規定」（「国営企業実行労慟合同副暫行規定」）．

「国営介菜に，9` ける｝鴨者の採用しついての行定以定」

（「同営企業招用：I:人暫行規定」）および「国常企業にお

ける規律違反従業員の解雇についての薗定篇巫」（「国営

企業辞退違紀:こ．r．暫ii規定」）。
（注71) 疇嘩企業の従業員，破産に瀕している企業の

法定整頓期間に人員披理された従業員，企業によって労

慟契約を終了・解暫された従業只，企業に解廂された従

業員の4種鳳

（注72) 朱主編『fL会｛謀贔指捺・・・…』 152ページ。

（注73) 『「人日胄』 1993年4月2H。

（注74) 「中国労慟：鑑．」緬輯部編『中国労慟年鑑

1990~1991』・町6,545ページ。

（注75) 『T人 l_1校』 1993年4月21l。

（注76) 『人民日報』 1991年6月10日， 92年4月16H.

8 H20日， 11月24日， 93年8月3日，？1年7月15!I。

（注77) 同r紙 1989年5月11日。
（注78) 同上紙 19921い月11日。なお1都道知は， 1991

什に出され，対象企業には合併，牛弯い換企業も含まれ

るという記述もある（国務院研究室課覇絹蝙『中国社会

保険...…』松4ページ）。

（注79) 失業救済金の息化については当地の社会‘ド均

賃金の50;ことする旨が， 1995年の改某方針内容の中で報

しられている（『北ぷ週輯』 1995年第2号 16ペーシ）。

（注80) 同鯰．金虹11のうち， i酎妾失業救済に当てられ

たのは全体の9,6年である（国務院研究賓課題組編『中

国社会保険・・・・・・』訟．4、-2おページ）。

（注81) 『L人「l罰』 1993年4月19Ll, 9 H 811。

（注泣） 『：日本経済新聞』 1叩5釘7月20日。なお， こ

うした1態による炭冑者の発生に対処するため．さまざ

まなルートで失業俣険資合を調逹する特別保険基金設置

の方針が報じられている（『北京週報』 1995年第2号

l6ページ）。

（注83) 1郡齊機関・事繁単位の勤嘗者等に対して行政

事業費から従業員襴利項目として支出されるものと．企

業の従怒員に対して常業外支出として介業から直桜給付

されるもの。前者の給付レベルの方が比較的高い（朱主

編『社会保障指標……』 160~165ペ・~ジ／郭主編引上会

保防学概論』 159ページ）。

（注84) 同寧機関勤務者の遺鮨給付の引き上げ．職業

Iぅ8

病項目の確定・細分化，労災認定に関する規準設定など。

（注85) '労働部課題組編『中国社会保飩・・・・・・』 255ベ

ーン

（注86) 『人民日報』 1993年7月19日。

（注87) 従業員総数（国有，都市集団所仕その他の

経済単位）は， 1992~93年頃で約1億4800万人であった

（国家統計局人口与就業統計五］・労働部綜合計画I_)•エ資

riJ編『中国労働統計年鑑 1994』北京 中国統計出版社

1994年 3ページ）。

（注88) 国有部門の女性従業員は1990年で女性労働力

人口 (15~54歳）の約16ぢを占める。生育保険は固定制．

契約制従業員で，かつ計画生育政策に則って出産する女

竹についてのみ適川される。

（注89) 手・徐・曹編著『中国社会保険……』 148ペ

ージC

（注90) 労慟部「女性従業員の生育待遇における若I

の問題に関する通知」（「関胎女職工生育待遇若干問題的

通知J 1988年9月4日）。

（注91) 『人民H報』 1992年3月7日。

（注92) 「中国年鑑」編輯部編『中国年鑑 1993』北

京中国年編社，香港華嘉集団 3`61ページ。

（注93) 農村女性等については保険公司や国家計画牛

育委員会等が保険の実施を提唱しており（劉•干主編

『社会保障り保険』 99ページ），各地で独自の試みが行

なわれている。 1992年で都市と農村を合わせた2300万人

余り (90年の20~44歳までの女性人口数の約10；え）が計

両生育関連の保険に加人している（『人民日報』1992年］0

月17ll)。

III 課題と展望

1. 制度の「社会化」

1978年に8700万人であった社会保険の加入者

数は92年には 2億400万人となっていたほ l)。

ーガ．令人民・都市集団•その他の所有制の従

業員総数および退職者（民政部門の給付対象者も

含む）総数は． 1978年で9813万人， 92年で 1億

7390万人であった(it2)。1978年には社会保険の

加入者は従業員および退職者総数の9割弱を占
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めていたが， 92年には前者が後者を上回ってお

り，このことから，個人経営などの労働力も社

会保険の適用対象範囲内に取り込まれてきたこ

とが窺える。

前節で見てきたように．中国の社会保険制度

改革における全般的潮流は制度の「社会化」で

ある。すなわち，納税や保険料納付等の個人負

担を導入することによって従来からの国家や企

業の負担を軽減するとともに，茎金の統一管理

によって企業や地域の制約を越えた社会保険の

安定的運用を行ない，労働｝］の流動化を促進す

ることが目指された。また， 1L]fi企業改革を果

断に進めていく上ても，企業般I年や経営難によ

って発生する従業員の所得保仰や無保険状態の

回避を図る必要性に迫られていたのである。

では，「改革・開放」期の十数年を経て，こ

うした「社会化」はどれだけ達成され，個人や

企業にいかなる影臀1を及ほしてきたのであろう

か。

2. 「社会化」の成果

老齢年金について見てみよう 国有部門の退

職者と在職者との比は1978年の 1: 26.2から93

年の 1: 5.1へと急変し（注3)，特に退職者を多く

抱える古い企業や赤字企業では年金を受給でき

ないという状況が普遍化した，,1993年に国有企

業の一部で欠損のため退職金支給が滞っている

巾態に対して，基金の統—＾竹岬に未参加の企業

には財政，主管部門による資金援助を指示する

内容を記した通達ほ 4)が出されている。「社会

化」はこうしたボ態を解消する役割を果たして

きた。例えば河南省では，基金の統一管理によ

って．年金支給が停止あるいは減額されていた

1200余りの国営．県レヘル以LO)大規模集団所

fi制企業の約5万人の退職者を救済し．さらに

中国の社会保険制度改革

碁金の毎年の残高2000万元余りでもって生産停

止企業の退職者の所得保障を行なうことができ

たほ 5)C，安定した給付という観点からすれば，

「社会化」は退職者の生活保仰に貢献してきた

としヽ えるたろう。

また，各所有制の枠を超えた統一的な年金保

険の実施は，労働力の移動を促した。例えば浙

江省温州市では，従来は同保険制度が完備され

た全人民所有制企業への就業指向が根強かった

が，統一的な制度の実施後は国有企業から集団

所打制や個人経営の企業への転職現象か見られ

t宣 (li• (i l 
‘- 9~’ 

さらに、統一管理への参加は老齢年金支出の

過屯な企党や在職者の負担を軽減させた。例え

ば湖南省では，電子産業等の新興企業において

は退職費用は従業員の賃金総額の 5ぷを占める

にすぎなかったが．紡績業や運輸業などの古い

企業の退職者と在職者の比は 1: Iて，退職費

川か貨金総額の50ぷ以上を占め，特に赤字企業

ては退職行の所得保障のみならす在職者の賃金

支払にまて影響する事態に陥っていた。韮金の

統一管理により，従来，賃金総額の78年の退職

費用支出を行なっていた企業はそのうちの44乞

を補償してもらえるようになった（注7)。浙江省

涌llI市でも退職費用の統一管理への参加企業の

うち約30~卜の企業の退職者が「社会化」 U)恩恵

を蒙り (;i8)，遼寧省潅陽市でも老齢什金保険金

の統ー怜即への参加企業のうち約：｝割以上が負

担軽減を実現した（注9)こと等が報じられている。

表2(1992年の数値）からもこうした事実が読

み取れる。全般的に，負担を軽減できたのは退

職者の比較的多い企業である。負担の軽減した

企業と従業員が参加数に占める割合ては都市集

団所fi;Ill（それぞれ29.4ら；と36.4こ）か令人民所

I59 
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衷 2 令国の所有制別に見た企業従業員の退職費用の

社会的統一管理実施状況 (1992年）

合計全

··-···~・・・.,~··································-•··················~·-·-··-
二□合は 1靡均嗜

参加企業数 (1,000個）

対象企業中に占める割合 （％） 

参加従業員数

固定制従業員

契約制従業員

臨時労働着

参加退職囀数

元固定制従業員

冗契約制従業員

元臨時労働者

支出削減企業数

同企業の従業員数

同企業の退職者数

参加数に占める割合

支出削減企業

詞企業の従業員

詞企業の退職者

支出削減金額

（万人）

（ガ人）

(1,000個）

（万人）

（万人）

（％） 

（低几）

489.6 

82.6 

7,109.2 

5,424.8 

1,556.7 

127.7 

1,546.5 

1,544.8 

1.2 

0.5 

123.6 

2,041.5 

826.4 

25.2 

28.7 

53.4 

46.4 

1企業当りの従業員数と退職者数．支出削減金額
.... 

参加企業

従業員数

退職者数

支出削減企業

従業員数

退職者数

支出削減金額

・・・・・・・・----・・・・・・・・・・・・・-・・・・・・T・・・・・・・ 

（人／個）

（人／個）

（人／個）

（人／個）

（ガJ[／個）

335.8 

95.5 

5,874.3 

4,434.6 

1,343.7 

96.0 

1,204.4 

1,203.3 

0.8 

0.3 

84.5 

1,609.5 

610.4 

25.2 

27.4 

50.7 

32.8 

174.9 

35.9 

190.4 

7 2. 2 

3.9 

（出所） 表 lと同じ (18,469, 485, 491~493, 495ページ）。

130.9 

75.3 

1,176.7 

965.0 

186.3 

25.5 

338.4 

338.0 

0.3 

0.2 

38.4 

428.8 

214.8 

29.4 

36.4 

63.5 

13.6 

89.9 

25.9 

111.6 

55.9 

3.5 

その他

22.9 

33.8 

58.2 

25.2 

26.7 

6.2 

3.6 

3.5 

0.1 

0.0 

0.6 

3.3 

1.1 

2.6 

5.7 

31.3 

0.049 

25.4 

1.6 

55.3 

19.1 

0.8 

（注） （1) 参加数には，中央の部門，委員会系統の一部の数値は含まれていない。

(2) 退職者とは，「離休」「退休」「退職」を指す。

外資関連

3.3 

41.3 

32.7 

12.9 

16.9 

2.9 

1.5 

l.4 

0.1 

0.0 

0.0 

1.1 

0.3 

1.4 

3.3 

18.1 

0.029 

98.5 

4.6 

228.3 

58.5 

6.2 

有制 (25.2年と27.4いに比して大きいが，これ

は後者の給付レベルが前者に比べて高いことや

叩 0)，集団所有制においてはもともと全人民所

打制に比べて同保険体制が繁っておらず，統一

管理による負担軽減がより大幅に期待できる状

態にあったことが原因であろう。全体として，

が残る 4分の3の企業に支えられることによっ

て，退職費用支出を削減できたことが窺える。

「社会化」を通じて約4分の 1 (25.2~'ょ）の企業

l6o 

3. 「社会化」過程での葛藤

だが，こうした「社会化」によって恩恵を蒙

る企業がある一方で，在職者が多く退職費用負

担がもともと小さかった企業は負担増を嫌って

参加を渋り，統一管理への参加数が減少する地
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域も出始めた。こうした企業間の利害の衝突だ

けでなく，省レベルヘの統一竹即の実施過程に

おいては地域間経済格差や地ji財政力の相違を

背景とした区・県間の相克が見られ．産業部門

ごとの統一↑打理実施の背景にも1nl様の利古息識

が慟いている旧II)。国有企業については現段階

てほぼ市・県レベルてU)統一符岬体制ヵ哨tった

といえるか，そうした狭い範囲ては保険者とし

ての保険給付能力に限界があり，負担における

地域間不均衡や古い大規模企業U)退職費用の過

重な負担．大規模な災害などに対して有効に対

処できないり112) 。省レベルでの且金の統——ふ：代理

はすでに 3分の 1以上の地区で行なわれている

け 13）ものU)，統一管岬のさらなる拡充に向けて

は．老後の保障は1i、く全国民的な共同貞ffであ

り，長期的観点に立って見なければならないと

しヽう社会的総意を第いていく必嬰があるたろう。

4. 「社会化」における問題点

だが， 1社会化」に対する反発の背景には，

..:うした利古意識だけではない「社会化j の実

施の仕方そのものに起因する問題が存在する。

国務院関連の研究報告Mの中ては． tに以l‘ーの

ような問題があることが指摘されている（注14)。

まず，介体的に見て，実際の支出やれ務処理

面における企業負担か増大した。支出面につい

ては．統一管理の項目は実際の支出項目よりも

少なかったため．介業は統一行岬基金への保険

料納付だけでなく，それ以外の項目へも支出を

余儀なくされた直15)。また，統＾管理珪金(/)徴

収率は実際の支出率よりも高かったり16)ことな

どから， 部^の紡紹^ L場を除く 9(）；ば以LU)大中

規校の国fi介業にとってはより多くのと出を行

なわなければならない結果となった。さらに．

統―-•管理による管理費も基金の数や規校に応じ

中LI4U)社会保除i|,III（い改革

て徴収されるため，この部分に関する企業負担

も増えた。 ヴi,1i務処理面については，統一・

管理基金への保険料納付部分と企業のI’l費部分

を分けて処理したり，固定制従業員と契約制従

業員をそれぞれ分けて処理したりするため，作

業の負担が増大した。

さらに，基金の連用実績に対する不信感が挙

けられる。例えは，失業保険韮金については前

節でも月及したように，実際の解府人員かあま

り発生せす，失業救済金への支出が少なかった

ことで備蓄高が増大し続け，各企業には無駄な

納付と映った。また，統一管罪基金や管即費の

浪費，流用が多発しば17)，こうした現象も「社

会化」に対する不信感を醸成したといえよう。

5. 課題

以上のような非効率的な運用状況に対して，

竹理費徴収の適正化や職員のモラルのI;,IL，健

全な基金運用体制の確立は18)を図っていくべき

ごとは，了うまでもなしヽが，その他にも特に以下

の点を指摘しておきにい。

まず，年金の統一管理項目を実際の支出に見

合うように晶整していくことてある。特に退職

者の医療費は退職費用全体の約17;;ニを占め，そ

の負担か介業にとって大きいことから、財源の

比較的豊かな地方ては統一管理項目に組み入れ

ていく必要がある。また，所有制や雇用形態の

枠を超えた柑互の行金調達システムを砲いてい

くことも課題であろう。

次に，企党の保険料率についてであるが，地

方の老齢年金の統一管理基金の徴収率は，鉄道，

郵便・亀信などの各部門系統によるものと比べ

て高く，これは各地か省レヘルの統一怜岬実施

を推進する過程で基金の高備蓄を強調したこと

か一因てあることか指摘されている (iLl9)［全国

I6I 
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レベルて見ると，ど齢年金且合の連党は黒字で

(；120)収文相役の状、＇嘉を紹え，現段閉て備芹や}|

きtげの必然'rtはないとされている lil:21)が，地

liレヘルにおいては，その地域的釘染性から必

すしも安定したH金運営状態を維持してはいな

いてあろうことが推測される (il?？）。文際， 1993

年のパ金改芋に伴う年金給付レベルのり1き卜け

の影密て，福汀れでは1"i韮金で初の赤字を出し

てしヽ る (i位：¥)。

l l下のところ，各地で「文出にりついて収人

を決定し，かつ残晶を残す」という方針が採ら

れており，‘月地の川訂や財政力に応して｛呆険料

来を確定することになる。例えは， 1＇［西省では

1社会化」によって令省の 2400余りの介業か退

職費用叫Ilを軽減し，約30Jj人の定職名か所得

保恥を得ることができたが，これは省内の8000

余りの国白介‘‘こに従業日の［『［金認狐と退職費用

総額0)和(/)21乞0)保険料納付国'2,1)を鸞肋づけ，

従業且個人にもリぶf代金の 1らを拠tli(ii25)させ

ることによって実現されたものであった(ii-26)。

また， 199•'i 年にはインフレ(/)は冗胃でほとんどの

省・巾で企業の保険料率がもとの20乞から25ら

へ,;Iき卜.げられてしヽる (il:27)0 

このように，いまだ令国レヘルでの「tl会化」

が実現していない視状では，り金の歴用面にお

いて地！咬的制約を免れ得なしいだが，保険料寧

0) ̂ h的なり1き I:．げは地域経済の活性化に水を

さすだけでなく，統•管理への苓力いドを低下さ

せることにもなる。今後，「社会化」をさらに

推し進めていくためには， I：述0)ぷ問足を解決

していくだけでなく，例えば制度改やの過程で

専用‘工晶の設仰や討論会の間僻を遥じて広く労

働者の応姑聴取を行なって朕痴費の個人負担率

を10らから 8らへ改定した深J111のケースは28)0)

I62 

ように，企業や個人など保険料納付者側の意見

を反映させるようなフィードパック体制を確w
していくことが沼まれる。

（注 1) 『l：人日報J1993年4月2ll。なお．国家統

di局社会統thij釦 r中国社会統tt資料 1990」北京 中
国紬"t出版社 1990年 127ペーシでは 1978年の労働保

険制度を実施している従業員数は8885万人となっている。

(it2) 1978年の9813Jj人は従業員9499Ji人十退職者

314.0Jj人， 924°0)1億:7390Jj人は従業員 l｛意4792fi人＋

退職者2598.0Ji人（国家統叶局社会統~f五J ・労働部綜合

，寸画nl紺『中国労慟統叶年鑑 1993』18,483ページ）。

(i:t3) 国家統計局編『中国統計年鑑 1994』664ペー

ジ。この比率は地域によってはさらに先鋭化し，企業に

よっては退職者数が在職者数を上回るところもある（『人

民li報』 1987年12月1711/：『上人日報』 1992年3月13ll..

5月9U)。

（注4) 国務院弁公庁「国打企業の従業員と退職者(1)

紅本的生活保障を行なうことについての通知」（「閃於倣

好国有企業職Tf和離退休人貝基本生活保障T作的通知」

1993年11月5日）。

<i'l:5) 『人民H報』 1993年2)-j14H。だが，給付額

か月80)じと低いケースもある（同紙 1990年11月12日）。

（注6) rl：人H報』 1992年3)-j13H。

W7) 『人民H報』 1991年10月811。

(ii:8) |ull紙 1993年6月7II。

(il:9) 『L人H報』 1994年5月1911。

(it10) 1人当り平均給付額で見ると， 1993年で令人

民所打制は集団所有制の1.5倍である（国家統計局編『中

国統，寸年鑑 1994』666ペーシ）。

（注11) 『l一人H甑 1993年4月1911／国務院研究宰

ぷ題組紺『中国社会保険……J35, 224ページ。

（注12) r人民H報』 1991年10月811。

（注13) 本第II節第2JH(l)でも述べたように． 1991

年には110)省・巾の省レベルで実施されており，全国30

省のうちの1]省ということから 3分(f)1以上と算出した。

（注14) 国務院研究室課題組編『中国社会保険……』

34~36, 224~227ページ，9

(it15) 1991年の国有企業の退職貨用総額0)うち，統

ー＇惰坪某金による支出は 59:,,で，残る41ぷは企業による

統↑管理実施項II以外への出貨であった (|rilt芯 35ペ

ージ）。
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（注16) 統一管理基金の枠内に限ってみても，企業が

支出した全退職費用の従業員賃金総額に占める割合は

19.5年で．統一徴収による年金畢合の参加企業の従詈員

賃金総額に占める割合は20.1乞であった（同上書 35ペ

ージ）。望ましい基金運営という観点からすれば．支出

を収入より少なくし，残仙を出すのはギ極当然のことで

あるが，企業側からすれは負担増につながったことは否

めない。特に，上海の国有企業については25.5年に達す

るなど（『人民r1報』 1989斗8月8I I)．その比平か閥い

場合にはなおさらであろう。

（注17) 「［人H報』 1993年2月15Ll。

（注18) lt金や失業f‘りなどの貨金の原資か銀h伯金

の運用だけに依存している現状を改め，年金掛け金や保

険料の資産運用を効率的に行なう体制を確立するため，

1996年をめとに r信託法」；1llJ定の動きか報じられている

(『H本経済新聞』 1995年6月21H)。

（注19) 地方の統一管理基金の徴収率は，鉄道，郵便・

屯信などの部l"J系統別のり金基金の徴収率より 2;'.,,：：：1ぃ

（国務院研究宰課題糾記『中国社会保険…•'』 224ペー

ジ）。

（注20) 1987年以降の老齢年金駄金の年平均残晶は約

30億元， 9:l年1半期で累積残高は約201億元。失業保険

基金については． 1987年以降の年平均残高は約6億元．

累積残高は約25億元0 1991年のそれぞれの支出額は202

億元と2.5{意Jじである (1英文若『現代tほ会保障制度』北

京 中国経済出版社1994年 70ページ）。

（注21) ii 、1務院研究空諜俎組編『中lり社会保険…•'』

没ページ"

叫i,：|U)社会保険制度改革

（注22) 遼寧省濡陽市の例では， 1993年の保険料収人

が8.5億元，支出は年金支給に8億元弱，経営難企業の

仕職者へUJ't.活補助に2()()()万元余り，さらに，紆営難企

業に対して基金1200万冗余りの減額納付措憤を採ってお

り（『エ人日報』 1994年5月19日），同年度についてのみ

見ればそd)残高は僅かてあるといえる。また，浙江省温

州市では企業から従業員の賃金総額の17ぷ，個人から基

準賃金の2:ふを徴収する他に，定期的に各企業から淀定

比率の地}j老齢保険合を徴収し、 11,1家財政からは1ザ年0.5

心9分を控除してイ逍比備えるとしている（同糾 1992年

3月131 1)。

（注23) 秋f「中l1，j投老保険・・・・・」6

（注24) いくつかの地域の企染の保険料率を挙げると，

山東省煙台市では1989年で従業員の賃金総額の18.5;̀

93年で19.5ぃ， 91年の占林省でti位総額と退職費用総額

の和の1(；9 9, 94年初めの 1．海で日金総額の25ャトなど（『エ

人日報』 1989年2月19LI,91年10月1711,93年7月291l, 

94年2月5l I)。

（注25) 老齢年金や氏療保険U)個人拠出についてはす

でに全国の半数以上の市・県で実施されている（同上紙

1993年4月2ll)。年令保険の個人の拠出率については，

新聞記巾なとから各地の事例を見てみると，恥「賃金の

lらから賃金総額の3年まで多様である。

（注26) 「人民H報』 1990年9月14H。

（注27) tk--f「中国投老保険......lo 

（注28) 『エ人H報』 1993年6月4ll。

（一橋大学社会学部助手）
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